
7 

＜事後評価手順（イメージ）＞ 

プログラム担当者･学生･ 

修了者へのアンケート実施 

・３～４名程度の部会委員等によるプログラム責

任者、プログラムコーディネーター、プログラム

担当者等、学生へのインタビュー等 

評価結果（案）を大学に示し、意見申立て

があった場合には、その申立て内容につい

て再度審議を行う 

その他①
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○ 経費の支出内容及び規模は適切か（経費の適切な執行） 

○ 支援期間終了後の学位プログラムの定着・発展に向けて、具体的な取組

に着手しているか。また、それに加えて、採択プログラムに参画してい

ない研究科や専攻も含め大学院全体として学位プログラムの導入に向

けた具体的な取組に着手しているか（定着・発展のための取組状況） 

 

（２）事後評価 

（ア）リーダーを養成するための学位プログラム、体制等の構築（１０％） 

  ○ 優秀な学生をグローバルに活躍するリーダーへと導く一貫した学位プ

ログラムが構築され、コースワーク等による広範かつ体系的な教育研究

指導が行われたか（プログラムの最終形態の確認） 

   ○ 国内外の多様なセクターからの第一級の教員、メンターやＴＡの活用を

はじめとする組織的な指導体制や、留学生・教員との関わり及び外国語

の使用等によるグローバルな教育研究・生活環境が構築されたか（指導

体制等の構築） 

   ○ プログラム担当者、それ以外の学生の指導教員等の学内関係者のみなら

ず、大学全体として改革理念を共有し共通理解をもって改革を推進・協

力しているか（改革意識の共有） 

   ○ 学生選抜、Qualifying Examination、開かれた学位審査体制など、グロ

ーバルに活躍するリーダーとなるに相応しい資質能力を保証するシス

テムが構築されたか（学位の質保証） 

   ○ 外部評価により採択プログラムの検証・改善が図られ、設定した数値目

標が達成されたか（ＰＤＣＡサイクルの構築） 

○ 経費の支出内容及び規模は適切か（経費の適切な執行） 

 

（イ）修了者の成長とキャリアパスの構築（５０％） 

○ 修了者がプログラムを通じ、俯瞰力や独創力等の汎用力を向上すること

ができ、プログラムを履修したことに満足しているか（汎用力の育成） 

○ 修了者がプログラムを通じ、分野や立場を超えた多様な人的ネットワー

クを構築することができたか（ネットワークの構築） 

○ 修了者が、産学官民等の各界のリーダーとしてグローバルに活躍するキ

ャリアパスにつながる就職や起業等の実績を上げているか（就職、キャ

リアパスの実績） 

  ○ 修了者の社会での活躍状況を長期にわたり把握する仕組みが構築され

たか（把握手法の構築） 
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（ウ）事業の定着・発展（４０％） 

 ○ 支援期間終了後も学位プログラムの定着・発展に向けて、計画に沿った

教育研究組織の再編、テニュア教員4のポストの配置計画、学位審査体制

の整備、学内の資金再配分計画やＦＤ・ＳＤの実施、教育実績の重視な

ど教職員の評価基準の見直し等について具体的な取組が実施され、十分

継続できるか。また、それに加えて、学生が学修研究に専念できる経済

的支援の定着や新しい専攻や研究科の創設など計画を上回る教育研究

組織の再編等に意欲的に取り組んだか。（定着・発展のための取組状況） 

   ○ 産学官民等の各界の連携先機関との間で、支援期間終了後の連携の在り

方等について方針が定められたか（外部連携の継続性） 

○ 全体責任者（学長）を中心とした責任あるマネジメント体制が構築され、

全体責任者（学長）のリーダーシップの下に採択プログラムに参画して

いない研究科や専攻への学位プログラムの導入など大学院全体として

教育改革が進められたか（マネジメント、波及効果） 

 

４．その他  

（１）審査要項の準用 

   開示・公開等、利害関係者の排除、秘密保持については、審査要項を準

用する。 

 

（２）フォローアップ 

   中間評価後のフォローアップについては、「博士課程教育リーディングプ

ログラム 採択プログラムに係るフォローアップについて」（平成 23 年 11

月 28 日（平成 29 年 3 月 6 日改正）博士課程教育リーディングプログラム

委員会決定）に則って行う。プログラム委員会は、毎年フォローアップの

結果を文部科学省に報告し、文部科学省が行う補助金の適正配分（増額、

減額又は廃止等）に資する。 

 

（３）評価要項の見直し 

   プログラム委員会は、評価の実施状況等を踏まえ、必要に応じ本評価要

項の見直しを行う。 

                         
4 「テニュア教員」とは、任期の定めがなく定年までの身分が保障された教員のことを指す。 



） ） ）

） ） ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） ） ( )

< > < > < > < > < > < > < > < >

２９

２． プログラム責任者    　（ふりがな）

東島　清　小林　傳司（大阪大学・理事・副学長（教育担当））
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成27年8月26日変更）

2,363,272

173,115 343,151 357,774 379,285 395,506 540,000 540,000 2,728,831

類型 A ＜オールラウンド型＞

ふじた　きくお

コーディネーター

４．

３．

藤田　喜久雄・教授（大阪大学・大学院工学研究科・機械工学専攻教授）

0

合計２５ ２６ ２７ ２８

金額（千円）
（％）

副題

   　（ふりがな）

（学長）

１２．連携先機関名（他の大学等と連携した取組の場合の機関名、研究科専攻等名）

パナソニック株式会社、ダイキン工業株式会社、三菱電機株式会社、株式会社ベネッセコーポレーション
株式会社キャンサースキャン、株式会社健康都市デザイン研究所、一般社団法人アスリートネットワーク、
独立行政法人国際協力機構

９． 専攻等名 文学研究科文化形態論専攻、同文化表現論専攻、人間科学研究科全専攻、
法学研究科法学・政治学専攻、経済学研究科全専攻、理学研究科全専攻、
医学系研究科医学専攻、同保健学専攻、歯学研究科全専攻、
薬学研究科全専攻、工学研究科全専攻、基礎工学研究科全専攻、言語文化研究科全専攻、
国際公共政策研究科全専攻、情報科学研究科全専攻、生命機能研究科生命機能専攻

（主たる専攻等がある場
合は下線を引いてくださ
い。）

１０．共同教育課程を設置している場合の共同実施機関名

連合大学院として参画している場合の共同実施機関名

氏名・職名

氏名・職名

２３ ２４

   　（ふりがな）

※共同実施のプログラムの場合は、全ての構成大学の学長について記入し、取りまとめを行っている大学（連合大学院によるも
のの場合は基幹大学）の学長名に下線を引いてください。

機関名 大阪大学 整理番号 A02

８． 主要細目

７． 主要分科

（①

（① （②

※ ｵﾝﾘｰﾜﾝ型は太枠に主要な細目を記入

６．
授与する博士
学位分野・名称

専攻分野：文学、人間科学、法学、経済学、応用経済学、経営学、理学、医学、
　　　　　看護学、保健学、 歯学、薬学、臨床薬学、工学、言語文化学、
　　　　　日本語・日本文化、国際公共政策、情報科学、生命機能学、学術
付記する名称：超域イノベーション博士課程プログラム

プログラム

５． 英語名称 Cross-Boundary Innovation Program

総合系全分野全分科、人文社会系全分野全分科、理工系全分野全分科、生物系全分野全分科

（③ ※ 複合領域型は太枠に主要な分科を記入

386,665 327,776

１３．

年度（平成）

（② （③

１１．

経費（単位：千円）千円未満は切り捨てる　（※ 平成23～27年度は実績額、平成28年度は交付決定額、平成29年度は交付申請額）

※共同実施の場合、（ ）内に共同実施機関で使用する金額、< >内に申請金額全体に占める割合(%)をそれぞれ記入してください。

博士課程教育リーディングプログラム　プログラムの概要 [公表。ただし、項目１３については非公表]

平成２３年度採択プログラム　事後評価調書

プログラム名称 超域イノベーション博士課程プログラム

 ひらの　 としお　にしお　しょうじろう

 ひがしじま　 きよし　こばやし　ただし

氏名・職名

１． 全体責任者

平野　俊夫　西尾　章治郎（大阪大学・学長）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成27年8月26日変更）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（機関名：大阪大学　類型：オールラウンド型　ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：超域イノベーション博士課程プログラム）

1

取扱注意

mirai4
ハイライト表示



（ 機関名：大阪大学 類型：オールラウンド型 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：超域イノベーション博士課程プログラム ）
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 【公表】 

リーダーを養成するプログラムの概要、特色、優位性 
（広く産学官にわたりグローバルに活躍するリーダー養成の観点から、本プログラムの概要、特色、優位性を記入して
ください。） 

【概要】 

超域イノベーション博士課程プログラム (以下では、「本プログラム」と称す) では、専門領域、国

境、既成概念、相場観といった、様々な「境域」を超えて社会システムを変革へと導くイノベーショ

ンを牽引し社会のあらゆる方面でトップリーダーとして活躍する人材の輩出を目指している。すなわ

ち、所属研究科での教育研究を通じて培われる専門力を基盤としつつ、社会での実践のための力量と

しての汎用力を研究科横断型・副専攻方式のコースワークにより修得させることにより、未知で複雑

で困難な課題の解決を先導するための超域力を持つ博士人材の育成に取り組んでいる。

【特色】

本プログラムでは、超えるべき境域、すなわち解決すべき課題として、1）専門領域を超える、2) 文

字情報偏重を超える、3) 国境を超える、4) 旧来の思考パターンを超える、5) 科学技術決定論を超え

る、6) 私的利益を超える価値観・倫理観、7) 独善的エリート主義を超える、8) 組織を超える、の８

つを位置付けている。そのもと、超域力を持つ博士人材に求められるアクションとして、(専門を) 究

める、(学際領域へ) 越える、(新機軸を) 創る、(全体像を) 現す、(人々と) 交わる、(組織として) 連

なる、(プロセスを) 導く、(イノベーションに) 挑む の 8 つを具体化した上で、教育すべき内容を究

と越に関わる Knowledge、交と連と導に関わる Skills、創と現と挑に関わる Integration に大別するこ

とを基盤として明確化し、一貫した学位プログラムを整備している。コースワークの内訳は、Integration

に直結するコア科目群、Knowledge に関わる知識・教養系科目群 (人文系、社会科学系、理工系、生命

科学系、トランスディシプリナリー系)、Skills に関わる展開力系科目群 (トランスファラブルスキルズ、

研究リテラシー) と実践的英語運用能力の育成と多言語の修得を図る言語科目群からなるラーニング

科目群、課題発見から実践へと展開する各種活動であるアクティビティ科目群等から構成しており、

全 59 科目 (平成 28 年度) を新たな文理統合型教育として独自に開発・提供している。一連の科目は、

研究室エクスプローラや海外でのフィールドスタディを通じた学ぶべき事項や解くべき課題の認識、

要素としての知識やスキルの獲得、ワークショップやプロジェクトを通じたそれらの統合化、専門研

究やインターンシップでの実践による強化からなる“学修のスパイラル”として組み立てており、一連

の内容が紡がれて超域力として結実することを目指している。それらの中でも、統合化や強化に関わ

る部分では、中核科目として、履修生数名からなる文理混成チームが社会課題に挑み、課題発見・解

決力を総合化する「超域イノベーション総合」を 3 年次に、現場に赴いて社会課題に挑み、課題解決

力を実践し、磨き上げる「超域イノベーション実践」を 4 年次に配置している。 

本プログラムには博士課程を有する全研究科への進学予定者が応募でき、知的体力を問う多段階方

式により履修生を選抜しており、平成 29 年度の履修生 65 名は文理のバランスが取れた構成 (人文・

社会系：32 名、理工系：22 名、生命系：11 名) になっている。さらに、5 年一貫の博士課程に対して、

コースワークの前期 2 年を Basic コース、後期 3 年を Advanced コースとして、2 年次末に、それまで

のコースワークでの達成度と研究進捗状況に基づく進級審査を課し、Basic コースから Advanced コー

スへの進級の可否を判定する。そして、3 年次末の Qualifying Examination (QE) において、超域イノベ

ーションを牽引する博士候補生となり得るかを総合的に判定し、その後の発展的な学修と研究活動に

より、政財官民学界においてグローバルリーダーとなり得る博士人材を輩出しようとしている。

【優位性】

本プログラムでは、大阪大学における様々な大学院改革の実績を“社会でトップリーダーとして活躍

する博士人材”を輩出するという一点に集約し先鋭的な取組を実施し、さらに、その持続的な発展、次

世代の高等教育としての普遍的標準化という観点から本学の教育全般への展開を目指している。その

ため、部局を超えて横断的な新たな学術のインキュベーションを目指す未来戦略機構の第一部門とし

て、プログラム担当教員に限らず、幅広い教員が企画や運営等に参画して、全学体制により推進して

いる。加えて、国内外の多様なセクターとの相互理解と協力関係を築き、コースワークでは、実践家

ならではの多数の科目を組み込むなどして、博士課程教育のオープンイノベーションを目指している。 



（ 機関名：大阪大学 類型：オールラウンド型 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：超域イノベーション博士課程プログラム ）
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【公表】 

プログラムの概念図 
（優秀な学生を俯瞰力と独創力を備え広く産学官にわたりグローバルに活躍するリーダーとして養成する観点から、コ
ースワークや研究室ローテーションなどから研究指導、学位授与に至るプロセスや、産学官等の連携による実践性、
国際性ある研究訓練やキャリアパス支援、国内外の優秀な学生を獲得し切磋琢磨させる仕組み、質保証システムなど
について、プログラムの全体像と特徴が分かるようにイメージ図を書いてください。なお、共同実施機関及び連携先
機関があるものについては、それらも含めて記入してください。） 

専門力

(深さ)

汎用力

(広さ)

従来の
博士

新時代の
博士

効率的な
実践

新しい
発明や発見

未知で複雑で
困難な課題の解決

優秀な
実務家

「超域イノベーション」 博士人材の養成

研究科毎の前期課程入試大学院入試

修了要件
研究科毎の学位審査

専門力

専門科目の履修／研究活動

研究活動

博士学位に向けた
研究活動

公募型選抜試験

本学大学院〇〇研究科△△専攻の博士課程を修了したので

博士（□□）の学位を授与する。本学博士課程教育リーディングプログラム

「超域イノベーション博士課程プログラム」を修了したことを証する。

汎用力
QE: Qualifying Examination

総 合 審 査

３年次
終了時

QE
専門力の評価 汎用力や超域力の獲得状況

２年次
終了時

進級審査

専門の成績 プログラムの履修状況後期課程入試

履修生選抜

大阪大学「超域イノベーション博士課程プログラム」

大阪大学における大学院教育の改革と実績

• 15件の21世紀COEプログラム
• 12件のグローバルCOEプログラム
• 25件の大学院GP（「魅力ある大学院教育」イニシアティブ

13件、組織的な大学院教育改革推進プログラム12件）

• 大阪大学高度アジア
人材育成プログラム

• FrontierLab@OsakaU

• 高度教養教育「知のジムナスティックス」(221科目)
• 高度副プログラム (35プログラム)
• 副専攻プログラム (3コース)
• インダストリー・オン・キャンパス (共同研究講座制度など)

企画・運営体制

• 総長直轄の未来戦略機構において、第一部門として推進

• 参画する全専攻からのプログラム担当者

• 企業・NPO・国際機関からの学外プログラム担当者(8名)

教育実施体制

• 全部局からの選りすぐられた教員による全学出動体制

• 学外者による実務家ならではの科目の提供 (7科目)

• ネイティブ教員2名による充実した英語教育の提供

• 若手教員によるチューターの配置と学修のモニタリング

評価・改善のための体制

• 経済界と学界の有識者6名による外部評価委員会

• 各界の第一人者からの助言や意見を求めるためのアド

バイザーズ(4名)

(上記での人数等は平成28年度の実数に基づく)

(特徴的なコースワークの具体例)

４年次・５年次 : 現場に赴き、社会における

課題の発見と解決において、イノベーション
に挑戦する 「超域イノベーション実践」

３年次 : 将来の社会課題への取組（プロジェ

クト）を通じ，境域の超え方とそれによるイノ
ベーションの立案方法を獲得する「超域イノ

ベーション総合」

各年次 : ５回の授業で各領域のエッセンス

を俯瞰させる知識・教養・展開力についての
モジュール科目群 （平成28年度：26科目）

１年次初め : 文理を越えた研究室の相互訪

問により専門の多様性や研究手法の差異
に実感する 「研究室エクスプローラー」

１年次末 : 開発途上国での諸活動を通じて

課題発見の視点を拡大させる 「フィールドス
タディ」

英語力

超域イノベーション
ラーニング

超域イノベーションラーニング

超域イノベーション・アクティビティ
超域イノベーション・自主選択

アドバンストコア
アドバンスト科目
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【公表】 

プログラムの成果 
（優秀な学生を俯瞰力と独創力を備え広く産学官にわたりグローバルに活躍するリーダーとして養成するという観点
に照らし、学生や修了者の活躍状況を含め、アピールできる成果について記入してください。） 

【体系的なコースワークの整備】本プログラムでは、【特色】の項に記したように、大阪大学ならでは

のオールラウンド型教育として、Knowledge, Skills, Integration の三軸のもとで、科目開発を重ね、従来

型の研究科で行われている各専門分野での高度な教育研究の厳密性と限定性を補完するかたちで、社

会課題の全体像に対峙するための「曖昧さのもとでの科学性」とでも称すべき俯瞰力についての体系

的な教育を構築してきた。そこでは、涵養すべき力を課題発見力・課題解決力・社会実践力の 3 つに

大別した上で、各種の授業や活動を系統的に配置した独自のコースワークを提供するに至っている。

それにより、専門力と汎用力の掛け算による超域力の醸成を具体化している。

【特徴的な授業や活動とそれらの実績】上記のコースワークでは、1 年次から 2 年次にあっては、各

方面での知識やスキルを修得させていき、トップリーダーに向けた基盤を形成した上で、3 年次以降

にそれらを統合していくことにより総合力を養おうとしており、3 年次の「超域イノベーション総合」

がその具体となっている。プロジェクト型の同科目では、H26 から H29 年度の 4 年で、企業から 5、

自治体から 4、NPO から 2、事業者から 1、独立行政法人から 1 の延べ 13 件の多様な課題を取り上げ

てきている。課題提供者からは、いずれの場合も、履修生による提案が現状での延長線上にはない新

たな切り口によるものであるとの評価を得ている一方、履修生は 8 ヵ月に及ぶ凝縮された経験を通じ

て俯瞰力の意味や意義を改めて理解するに至っている。その成果を具体に移していく 4 年次以降での

「超域イノベーション実践」では、H27 と H28 年度の延べ件数は 16 名で、いずれも履修生が自主開

拓したものである。派遣先は国別では米国が 3、英国が 3、ドイツが 2、スペイン、カナダ、シンガポ

ール、ブルネイ、モロッコ、ウガンダが各 1、国内が 2 となっている。例えば、国内の離島での環境

問題を専門としている履修生がドイツの環境団体に出向いて世界中の先進事例をデータベース化する

プロジェクトを立ち上げたり、バイオセンサーを専門とする履修生が、開発途上国でセンサーのニー

ズを具体的に調査し、国内に戻ってセンサーのプロトタイプを製作したりするなど、オールラウンド

型ならではの特徴的な取組が展開されており、履修生は現場での取組を通じて大きく成長している。 

【汎用力の育成における効果】教育効果についても、H28 年度後半に独自のアンケートとインタビュ

ーによる検証を行ったが、汎用力に係る各種の項目の開発状況についての履修生の自己認識は高く、

指導教員等も非履修生に比べて高く評価している。また、他者と協働する力には各種の学生参加授業

が、専門以外の幅広い知識には多様な教員による授業や研究室エクスプローラが、国際性には重層的

な海外派遣が効果を持っており、課題発見や課題解決等の項目にはフィールドプロジェクトと超域イ

ノベーション総合などの社会での実践を伴う科目が効果を持っていることが確認できており、系統的

なコースワークが狙い通りに機能していることが確認できている。その他、H27 年度の文部科学省

EDGE プログラムでの EDGE Innovation Challenge Competition 2015 において履修生が属するチームが

金賞を得るなど、学会発表に限らず、ビジネスコンテスト等においても数多くの成果を得ている。

【就職、キャリアパスの実績】H24 年度に受け入れた初の履修生は H29 年 3 月に標準年限に達し、進

級審査 (Pre-QE) や QE などの難関を通過してきた 8 名の者がコースワークを修了し、うち、5 名が同

時に学位を取得した。いずれもオールラウンド型ならではのキャリアパスを切り拓いており、例えば、 

医療機器メーカーに就職した 2 名のうち、1 名は海外での新規事業展開を主導する役割を担う前提で

採用され、もう 1 名は研究開発の方向性・戦略に携わるという前提で採用された。電機メーカーに就

職した 1 名は、同社役員と履修生 5 名との面談の場で意見交換をしたことが採用に繋がっており、通

常の採用プロトコルとは異なるルートによる。同名は、役員管轄のもとで経験を積み、ゆくゆくは経

営に関わっていくことが期待されている。大学教員となった 1 名は、オールラウンド型として培った

幅広い教養とスキルが評価され、新たに始まる低学年向けの教育を担うことになっている。

上記のようなキャリアパスの開発に向けては、履修生の意識や認識の改善や具体化のみならず、社

会の側にオールラウンド型博士人材の意義や必要性についての理解を浸透させる取組を重ねてきた。

節目でのシンポジウムのほか、H28 年度には企業等の経営陣や上位管理職などの方々と履修生が交流

するイベントを新たに企画・実施してきたが、これが双方のイメージの転換に大きな効果があること

が確認できており、今後も継続して、続く修了生の可能性を広げていくことを目指している。 
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【公表】 

プログラムの成果 
（大学院改革につながる教育研究組織の再編等の学内外への波及効果や課題の発見について記入してください。） 

【部局横断型教育の系譜と学内への浸透】大阪大学は、昭和初期に理系の帝国大学として設立され、

戦後に文系の各学部を加えて総合大学となり、高度成長期に基礎工学や人間科学などの学際的な学部

を先駆けて設置し、さらに大阪外国語大学と統合するなどの発展を重ねて学際的な教育研究を重視す

る我が国屈指の国立大学となっている。この発展の歴史が、博士課程教育リーディングプログラムに

おいて、オールラウンド型の本プログラムのほか、複合領域での 4 つのプログラムの採択という結果

を生んだ。また、産学連携での豊富な実績は、近年のオープンイノベーションの動向に呼応し、ロイ

ター社が H27 年に初めて公表した The World’s Most Innovative Universities で世界 18 位、日本で 1 位に

位置付けられるなど、高い評価を得ている。本プログラムは、学際性豊かな本学の、博士後期課程を

有する 14 すべての研究科が参画する横断型の学位プログラムとして全学体制で推進されてきており、

当初より文理の学生比率もバランスが良く、H29 年度には全研究科から履修生が出るに至っている。

【知の協奏と共創へ】社会の成熟や要素技術の飽和のもとでのイノベーションの創出には、大学が社

会のコンテキストを真に理解し、共有することが求められるようになっている。大阪大学では、大学

が担うべき知の形態が、領域毎の専門知、従来型の産学連携を典型とするような、社会課題に向けて

専門知を学際的に融合する統合知、さらに今後求められる社会の多様なステークホルダーと場と共有

し、領域を超えた課題の設定からはじめて新次元の知を生み出そうとする共創知などによる重層性を

示すようになってきているという認識のもと、第三期中期目標・中期計画 (H28～33 年度) において

は知の協奏 (Orchestration) と共創 (Co-Creation) を推進することにしている。本プログラムで文理

統合型学位プログラムとして開発してきた内容は、「境域を超えてイノベーションを先導する」という

着想から生まれており、当初から共創知を志向するものであった。つまり、本プログラムは共創知の

教育を先導的に具体化したものである。今後、本プログラムで開発した教育を学内の関連のあるさま

ざまな取組とも統合しながらさらに発展させ全学に展開していくために、共創知に向けた具体の教育

を高度汎用力教育と名付け、H28 年 7 月に特別経費により CO デザインセンター (Center for the Study 

of Co* Design) を設立した。今後は同センターを一つの核として、本プログラムのさらなる発展とし

ての文理統合型大学院プログラムの次なる展開のほか、学士課程から博士後期課程にわたる全教育課

程での共創知に関わる取り組みを強化していく。なお、高度汎用力とは、社会でイノベーションを起

こす力、イノベーション人材に求められる能力を指し、具体的には課題発見力・課題解決力・社会実

践力の 3 項目から構成される。その内容は本プログラムでの博士人材に求められる力量などを参考に

検討されており、本プログラムでの教育理念は全学としての教育の方向性に完全に合致している。

【今後に向けた大学院教育での課題と挑戦】在籍中の履修生に対するプログラムの教育は大学独自の

経費により継続していくが、大学院での学位プログラムとしての発展については、H30 年度以降の卓

越大学院プログラム (仮称) の枠組みを念頭に置きながら次なる展開を構想していく。それに際して

は、本プログラムでの取組で浮かび上がってきた下記の各課題に対する解決策を盛り込んでいく。

・ 本プログラムを含め本学の5つのプログラムのしくみとなっている副専攻方式は大学院等高度副プ

ログラムや大学院副専攻プログラム等で培ってきた横断型教育を学位プログラムにまで拡大した

ものであり、スムーズな導入と運用では功を奏したものの、規模の拡大により履修生への負担が重

くなる傾向が避けられず、一部には研究科の主専攻との両立が課題となるケースも垣間見られる。 

・ オールラウンド型としての汎用力や独自の Integration に関する内容にコースワークの前半を通じ

て関心を深めた履修生が所属研究科の主専攻の制約のもとでその方面の研究に進んでいきにくい。 

・ コースワークの履修やオールラウンド型の人材育成という意味では、学士課程を修了した直後の大

学院生のみならず、社会での実務経験を経た大学院生を対象とすることにより高い効果が期待でき

るが、現状の大学院制度や社会のしくみのもとでは実現が困難である。

次なる大学院改革では、上記の論点も踏まえつつ、従来型の研究科でのコースワークや研究指導の在

り方に対して新機軸の柔軟性を導入し、そのもとで社会の要請とも呼応する横断的な学位プログラム

を多様な形態で導入していくことが必要である。このような考え方のもと、本プログラムを発展させ、

共創知に係る大学院教育の中核的取組として文理統合型大学院プログラムの次なる展開を構想する。 


	その他_事後評価について
	その他_事後評価について(超域)
	A02大阪大学（プログラムの概要(Excel版)）
	A02大阪大学（プログラムの概要(Word版)）
	名称未設定




